
 

〔地本を代表して伊藤さん（新冠町職）〕 

〔久保さん（平取町職労）、隣は石谷さんです〕 

 
 
 
 
 

道本部女性部長・女性担当者会議が開催されました。
～道本部女性部主催～ 

6 月 16 日～17 日の 2 日間、道本部女性部による女性部長、女性担当者会議が開催され、日

高地本からは、４単組１総支部から７名が参加し、討

論に参加をしてきました。 

日高地本の取り組みについては、伊藤地本執行委員

が発言し、これまでの日高地本の女性運動推進体制や、

昨年度実施した日高地本女性セミナーについて報告し、

その中では、女性組合員の前向きな意見や、組合活動

は必要に感じていながらも積極的に関われないなど、

運動の難しさについて報告しています。また、アンケ

ートの結果から見えてきた女性が日頃感じていることを全体

化し、「日高地本女性セミナー」の内容に反映させていく決意と、私たちのちょっと先の現実が

今よりも輝いているために、ともに頑張りましょう、と発言を締めくくりました。 

各単組からの発言では、平取町職労の久保さん

から、基本組織の中に女性担当執行委員をおき、

執行委員の中での女性の割合を増やし、月１回の

執行委員会の中でタイムリーに全体共有がされ

ている状況や、「女性を中心にした活動を推進す

るための会議」（女性執行委員が対象）を年３～

４回開催し１年間の振り返りと活動計画を女性

みんなで共有している状況が報告されています。

その他、女性部の存在の意義ということで、「権

利 も 発 言 も

認められなかった時代は必要だったが、先人の活動

の結果、女性の権利、地位の向上が計られた。女性

に関する運動は基本組合の中で同じ土俵で取り組ん

でいくことが最終目的では・・・自分達の組織にと

って、これから女性部がどうあるべきかを考えてみ

ては？」という問題提起がされています。 
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〔分散会の座長を務める澤井さん（様似町職）〕 



「社会保障と税の一体改革」学習会  ～連合地協主催～ 

６月１７日（日）、新ひだか町において、連合日高地協・民主党９区総支部主催による「連合

が考える社会保障と税の一体改革」学習会が開催され、管内からは自治労組合員も含め約７０

名が参加しています。１５日夜、消費税増税を柱とする社会保障と税の一体改革関連法案につ

いて３党合意がされた後の学習会となりましたが、連合の考え方について学習しました。 

【連合の社会保障をめぐる現状と課題】 

・日本では社会保障・税ともに再配分機能が低迷している。 

・ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄの機能低下と貧困層の拡大 

 貧困率 →ｱﾒﾘｶ 17.7%、日本 14.9%、韓国 14.6%、ｲﾀﾘｱ

11.4%、OECD 平均 10.6%、ﾄﾞｲﾂ 11.0%、ﾌﾗﾝ

ｽ 7.1%、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ﾃﾞﾝﾏｰｸ 5.3% 

 大人 1 人の子どもがいる世帯の貧困率 

      日本 58.7%、ｱﾒﾘｶ 47.5%、ﾄﾞｲﾂ 41.5%、OECD 平均 30.8%、韓国 26.7%、

ｲﾀﾘｱ 25.6%、ｲｷﾞﾘｽ 23.7%、ﾌﾗﾝｽ 19.8%、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 7.9%、ﾃﾞﾝﾏｰｸ 6.8% 

・財政状況が悪化している。 

  1990 年頃は予算規模 70 兆で税収 60 兆、2000 年頃は予算規模 90 兆で税収は 50 兆、

経済成長している時代の税収と大きく変わっているにも関わらず、政策の変更・修正をしてこ

なかった政府は当然のこと、それを選択していた国民にも責任はある。経済成長している時に、

長期展望に立った政策を展開してこなかった。 

・高齢化の進展等に伴い、社会保障給付費は増加し続けている。 

・日本の人口は 2004 年にピークを迎え、減少局面に入っている。2055 年には 9000 万人

を割り込み、高齢化率は４０％を超えると推計されている。 

・非正規労働者は雇用労働者の 3 分の１を超えた。国民年金保

険料の納付率も低迷し、社会保障の空洞化が進行している。 

以上の現状と課題から〔連合が目指すべき社会像〕 

・働くことを軸とする安心社会 

・働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働条件のも

と多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経済的に自

立することを軸とし、それを相互に支えあい、自己実現に挑戦できるｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄが組み込まれ

ている活力あふれる参加型社会。 

〔例〕連合がめざす改革と政府案の対比（税制） 

消費税の考え方 

連合案              政府案             評 価 

 

 

 

 

 

 

消費税は社会保障制度の維持・強化に全

額充当する。2020 年ごろに 10％程度

の引き上げが必要（基礎年金全額税方式

３％）医療・介護の維持・強化 4.5%、子

ども・子育て政策の強化 1%、給付付き

税額控除（逆進性対策）の導入 1.5%。 

消費税を社会保障４経費に全額充当

し、社会保障目的税化する。2015 年

に 5%に引き上げる（年金国庫負担

1/2 財源確保への対応など社会保障

の安定化 4%、社会保障の充実１％） 

国税分を「社会保障４経

費」に充てる考えは一致。 

3 党合意では、社会保障

分の内容が明らかとなっ

ていないのが問題。 


